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	１　開会
　　開会の宣言

２　挨拶
　　川島委員長挨拶
これ以降の進行は、委員長にお願いする。
会議の公開・非公開について

傍聴人は０名。

３　議事

初めに、「介護予防について」について、事務局からご説明いただきたい。
介護予防については、今回の介護保険事業計画の根底をなすものです。

介護予防については、介護保険法に理念が記載されており、この理念のもとに介護保険制度ができています。

介護保険法の第１条では「介護保険制度は高齢者の尊厳を保持しその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行う事業」となっています。ここで「自立した日常生活」の所は、大枠の介護予防の理念が入ってきています。

第２条、第２項に「介護保険のサービスは、要介護状態等の軽減または悪化の防止に資するよう行われるとともに医療との連携に十分配慮して行うべきもの」と記載されています。

第２条、第３項にも「保険サービスは貧困者の選択に基づき多様な事業者又は施設から総合的かつ効率的に提供されるべきもの」と謳われております。

第４項では、「可能な限りその居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活が営むことができるように配慮されなければならない」とされています。今回の計画においても、この４点を踏まえながら計画を立てていければと思います。

介護保険法の理念になりますが、第４条、国民の義務として、国民の皆さんに法律で介護予防について規定をされています。「国民は自ら要介護状態となることを予防する」ということと「常に健康の保持増進に努める。要介護状態になった場合においても、リハビリテーションその他の適切な保健医療サービス及び福祉サービスを利用すること」、それから「その有する能力の維持向上に努めるもの」として介護保険法で規定されています。

次に、高齢化率の推移になります。近隣の状況と行田市の状況を載せています。行田市では近隣よりもスピードが速く高齢化が進んでおり、これからも進む予定になっています。2040年、行田市では、38.9％の高齢化率を迎える予定と推測されています。介護が必要な状況になるということはそれだけ支援を多く必要となりますので、要介護認定率も非常に重要な指標になります。グラフの太い青いラインが行田市の推移ですが、平成23年をピークに段々認定率は下がってきています。近年は、やや横ばいになってきています。今後、後期高齢者（75歳以上）が増える事が予想されるので、要介護認定率も増加に転じることが予測されます。

社会保障を維持するのが高齢者全体の健康長寿で、介護予防が非常に重要になると思っています。行田市の場合、人口構造の激変が起こりますが、2015年の段階で75歳以上の方を中心に考えた支え手の割合は、75歳以上１人に対して7.6人で現在支えている状態です。なぜ75歳かというと75歳以上になると介護認定を受けている方の割合が多くなり、それだけ支援が必要となるため、2025年になりますと、3.8人で1人を支えるような人口構造になります。ただし、その75歳以上の方は全員が支えられる立場ではなくて介護予防をしていただいて元気になっていただき、その方たちが支える側にまわっていただく、それが社会保障を維持するために重要になるものと思います。なぜ、介護サービスが必要になるかその原因を見た時に、予防は可能なものが多いということが分かります。特に要介護の左側の軸で「軽度」の方を見ると、なぜ要介護になったかの原因ですが、「廃用性症候群」と言いまして、衰弱、関節性の疾患、骨折・転倒など、予防ができるもの、回復ができるもの、その方たちが多く約半分弱の方たちがそれらの状況によって、介護サービスが必要になってきているというのが表れています。その他、「中重度」の方でも「廃用性症候群」の方が多くなっていますが、脳血管疾患、心臓病、糖尿病など、この辺は生活習慣病になりますので日々の生活によって、大きな病気を発症することが防げる形になっており、大体が改善可能な形になります。
平成28年から行田市は介護予防日常生活支援総合事業が始まり、その事業のガイドラインの理念としても介護予防の理念が書かれています。介護予防と言っても個人的な問題だけではなく、社会参加や日常生活の活動を高めるような基盤整備が必要となり、それによって生きがいや自己実現の取り組みを支援して、介護予防は全体的に高齢者一人ひとりの生活の質の向上を目指すような事業にならなければいけないと言われております。これからの介護予防の考え方もありますので、これに沿って全体的な介護保険の計画を立てていきたいと思います。

次に、介護予防の要素としては、「筋力維持」、「栄養」、「口腔機能」、「閉じこもり予防」、「うつ予防」、「認知機能の維持」です。この要素を踏まえながら、長期的に人生の最期まで市民の皆さんが介護予防に取り組めるよう、支援していきたいと思います。介護予防のメリットとしては、自立支援のサービスを受けながら心身機能を向上させ、活動を増やし社会参加をしていく、それが生活の質の向上につながります。

次に、介護予防のコツですが、一人ひとりの皆さんに高齢期の生き方や過ごし方の考えを持っていただき、どのように生活していきたいか、何がしたいか、やりたいこと、希望や夢を考えていただければと思います。後々は、人生の最期をどのように迎えたいか、そのような考えを市民の皆さんにも広めていきたいと思います。初期段階の介護予防としては、社会参加と健康づくり、チェックなどを市民の皆さんに実施していただきたいと思います。それから、二次的な予防としては、多少、機能低下を起こしたとしても機能維持、機能回復ための介護予防をしていきたいと思います。介護予防をしていくための支援の仕方が下の絵ありますが、支援の仕方によっては、もう一度、自立できる支援や支援の仕方によっては全部してあげることで、ますます機能低下を起こして、要介護の重度化を招くそのような支援の仕方もありますので、この辺は、介護保険サービスの提供事業者とともに一緒に考えていきたいと思います。
次に、介護保険事業で実施している介護予防事業ですが、一般介護予防として介護予防の要素を取り込んだ介護予防教室を実施しております。それから、少し機能低下を起こした方、要支援認定を受けた方に対して介護予防・日常生活支援総合事業が始まっています。また、地域ケア推進会議として自立支援型地域ケア会議を開始させていただき、高齢者本人の自己実現に資する介護予防活動や生活支援サービス等、提供できるようなケアマネジメント会議を開催しています。会議の目的は色々ありますが、多職種の皆さんに集まっていただき、一人の高齢者へのサービス提供プランが自立支援に向かっているかどうか。みんな同じ方向を向いて支援に携わっているかどうかを考える会議で、この会議の中で地域の課題、それから地域づくりの資源開発等も行うような会議が始まり、今後も続けて地域づくりに資するような会議をしていきたいと思います。

次に、「地域包括ケアシステム」のイメージ図となります。厚生労働省で出している図になりますが、介護予防は地域包括ケアシステムの一要素になっています。この部分が欠けては、地域包括ケアシステムは構築できない。難しくなることが考えられますので、この計画策定にもこの理念を基に策定できれば良いと思っておりますので、よろしくご協力をお願いします。

ご意見等あればうかがいたい。

地域ケア会議の公開制度はあるのでしょうか。
一般の市民の方には傍聴は行っていません。傍聴者は介護関係事業所のみ可であります。
公開しない理由としては、個人のプランを検討しており、個人情報保護法の観点から、一般公開はしていません。

実際に事例を出してみんなで相談しながらケアプランについてチェックをしていくことなので、個人情報の塊みたいなものなのでそういう事だと思います。
要介護認定率の推移で、市によって要介護認定率が違うところをどのように分析しているのでしょうか。
要介護認定の違いについては、それぞれ市町村で行っている事業の差もありますが、重要なのが後期高齢者の比率で、非常に重要だと思います。要介護認定率は65歳以上の方の要介護になった割合になっています。65歳以上の人口のうち、75歳以上の割合が多いか少ないかがポイントと考えます。行田市としては、75歳以上の比率が増えれば、有効な事業を行うとともに、これを維持していくか、減少させていくかが重要だと思います。

要介護認定率に関しては、市民の方が介護保険料を払っていますので、サービスを受けなければ損だというような誤解をされている方がいると思いますので、市の方でも介護保険を受けるには、自分で努力をした義務のうえで成り立っているという介護保険の理念をしっかり伝えていただき、介護保険から卒業するのが喜ばしいことで、せっかく卒業しても行く場がないということでは困りますので、卒業できて良かったという風潮をぜひ作っていただければと思います。

地域ケア会議について、制度に基づく会議なのか。
家族の方の意向を聞かないとケアマネや事業所を変えると言われるので、啓蒙が大事である。
平均介護度が落ちている。上がっていた所がいったん横ばいか下がっているところがあったのですが、この時に具体的な施策があったのであれば、今後の計画で良い参考となれば良いと思う。
ケアプランの成立には家族、本人の同意が必要になる。
地域ケア会議は介護関係職員のスキルアップを目指した会議である。説明能力をきちんとして、選択していただけるよう、また、サービスの質の向上になるような事業所になっていただきたいとの思いでこの会議を開催している。
要介護認定者数が横ばいになった時期の施策について、具体的な理由は不明である。平成27・28年度から、総合事業を開始したが、それが影響しているかは不明である。

地域ケア会議は事業者向けの意思表示の場である。また、市民向けにも地域包括ケアシステムなど在宅生活についての選択と心構えについて、市の方からも周知を図っていきたい。
１点目、介護保険を卒業した方を支える場として、たしか外部の業者に委託をしていると聞いたが、実際の現場（公民館等）でボランティア活動をした方が、支え手になるような工夫をされているのか。
２点目、自立支援型のケア会議の中で資源開発や卒業生の居場所、通いの場などの会議の中から生まれてきているのか。創られているのかもしれませんが、こういった視点もぜひ考えていただきたい。
３点目、介護保険を卒業すればするだけ通所介護や事業所は収入が減ってしまうが、市はどう考えているのか。
1点目、現在、介護保険を卒業した方へのアプローチはしていない。介護予防事業の中で元気な高齢者の方がボランティアに携わっていただけるような取り組みはすでに始まっています。ながちか体操サポーターや総合事業をいったん終了になった方がボランティアに参加していただくなどの取り組みはしています。
２点目、自立支援型ケア会議の中で資源開発について、すでに足りない資源が見えてきています。来年度の事業の中で検討に入ったものもあります。今、詳細は不明ですが、事業化になるものもあります。
３点目、卒業すると事業所が収入減になってしまうインセンティブのところですが、今のところ市の単独ではない状況です。

インセンティブの部分についての補足ですが、これは国でも考えており、市町村によっては実施しているところもあります。国では実施した市町村の話を聞いたところ、事業所が改善の見込まれる方を囲い込むような、本来の目的と反するような傾向が見えてきているということを伺っています。インセンティブについては、有効な手法ではあると考えますが、実際の対応については慎重に対応したいと思います。
ケア会議で、卒業させようと要介護認定率を減らして保険の負担を減らすのは良い取り組みだと思います。卒業した人は居場所がなくて家でぼんやりしているということでは困りますので、介護予防でもその様な人をボランティアとして、ぜひ活用していただき、卒業したら活躍する場が行田市にはあるということで、みんなで卒業しようという流れにしてあげないと介護を受けられなくなって、何をしたらよいのかわからないので、ぜひケア会議を生かして卒業した人が活躍できる場等を積極的に考えていただきたいと思います。
インセンティブに関しては、いろいろな議論もあるようですが、例えば、色々な市町村が卒業後、大体６か月経過した場合した場合、元気アップ交付金として、事業者に12,000円、業者に2,000円、予防介護ケアマネジメント機関に3,000円交付する例もあります。実際に介護事業所は成り立たない事業所も増えてくると思います。囲い込みに走ることは延命につながり、実際に行ってみて弊害があれば改めるということでもよいですし、一生懸命行っている人を応援するような目に見える仕組みを検討していただきたいと思います。
他になければ、議題に進ませていただく。
次に、議題の①計画の構成（案）について、事務局からご説明いただきたい。

資料１に基づき事務局から説明する。

ご意見等あればうかがいたい。
平成30年から地域共生社会の構築として、予定では障害の事業所が介護の事業所になれると思うが、どこに記載があるのか。
共生社会については、議題②の基本理念や基本目標に市の考え方を盛り込みさせていただいています。
計画の策定に当たり、各会議やパブコメ、アンケートの意見などを反映させて計画の策定にあたったのか。
次に、１ページの本計画が地域福祉推進計画の下に位置付けられているのはなぜか。
アンケート結果やパブコメも参考にさせていただきます。また、今回の計画では、共通理念の考え方を見直しし、地域福祉推進計画は福祉を束ねるものとして、上位計画としました。
19ページに関し、生きがいの場は社会に求められている。元気な高齢者もたくさんいるので、働く場の確保も大切である。高齢者を支える行政、また、行政を支える高齢者という考えもあっていいのではないか。
高齢者の社会参加・社会貢献の場を充実していけるように考えております。

いろいろな意見が出るように、パブコメをしっかり取り組んで欲しい。
第７期の施設整備計画はどうなっているのか。
現段階では、特別養護老人ホームの新設等は考えていませんが、在宅生活を支えていくということを大きな目標として掲げていますので、今のところ新たな施設については考えていません。
施設を造ってしまうと地域のネットワークを壊してしまう部分やそこで働く方が在宅での働き手をそこに吸収されてしまって、在宅のケアが十分行き届かなくなる部分もあります。県から行田市に必要ではないかと言われたら、きちんと意見を上げていただいて、行田市は在宅でしっかり市民を支えて行くので、介護施設は不要ですと拒否をしていただき、計画に沿った形で進めていただきたいと思います。
施設整備について、特別養護老人ホームに関しては説明を頂きましたが、他の施設に関しての説明と介護医療院が新設されています。どのような形で整備を進めていくのか。やはりやり手がいないと無理ではないかというところがあります。今後の施設整備に関して働き手の確保が難しいなど、総合的に考えて市民のための施設整備ということを検討していただきたい
新たに介護医療院について県でも意向調査を実施した結果を見ると、行田市では設置する意向の業者はいないようですので、第７期計画では考えていません。施設整備について、特別養護老人ホームで説明しますと、県が圏域ごとに広域で整備を進める手続きになりますが、現在、行田が属する圏域の中でも行田市は高い整備率となっております。県にはご理解いただくように話をしたいと思います。
特別養護老人ホームの話になってしまいましたが、市はきちんと計画を立てて、デイサービスを１つ作ると年間4,000万円ぐらい事業所に介護保険が流れる報告もありますので、介護をどのように作っていくのか、市が保険者として採算を合うようにすることが責任だと思います。そのようなまちづくりに向けてよろしくお願いします。
介護・医療との連携に関し、行田市はドクターの高齢化が進んでいる部分がある。医療の部分も含めた計画が必要になってくるのではないか。
県の医療計画が関ってくる部分もあるが、医療と介護を含めたサービスとして、24時間体制の定期巡回サービスの利用者が伸び悩んでいることから、普及にも努めていきたいと思います。
各介護予防教室の年齢の下限制限はどうなっているのか。
介護予防事業は65歳以上となっています。ただし、介護保険料でまかなっていることから、国の要綱で概ね65歳となっているので、65歳以下でも参加は可能です。
65歳以下の方の健康に関する講座は、市の保健センターでの実施が多く、様々なレベルに応じて選択できる構成となっています。
デマンドタクシー、循環バスは75歳以上でないと使えない。介護予防では65歳以上が対象であり、一番必要な方に還元されていないので、年齢幅を広げることをご検討頂きたい。
また、バスの利用率を上げるためにも、目的地別のバスの運行をすることが利用率上昇に繋がると思うがどうか。
　市としても、交通施策については、今後、重要になってくると考えている。担当課等と協議を進めていきたいと思います。
　デマンドタクシーについて、乗降場所に薬局が入っていないのでルートに入れて欲しいがどうか。また、市民便利帳を作成しているが、それにも反映できないか。
担当課である地域づくり支援課に意見をお伝えします。
移動の話ですが、市民にとっては便利に、年齢を広げてという話になりますが、高齢者が増えてさらに便利になると市の持ち出しが増えていくことになります。例えばデイサービスでは日中バスは送迎がないので空いていると思います。そういう資源をきちんと利用して空いた車を使いボランティアの方に協力していただくような形にしないと、バスやタクシーを便利にしてしまうと、とても回らなくなってしまうと思いますので、そのようなところに活躍するチャンスがあるのではと私は思います。移動に関しては、そちら側に任せないで、こちらでできることも検討されたらいかがでしょうか。よろしくお願いします。
　他になければ、議題の①は以上とする。

次に、議題の②計画の基本理念と基本目標について、事務局からご説明いただきたい。

資料１に基づき事務局から説明する。

第６期計画では、地域包括ケアシステムの構築を平成37年度までに完成を目指していくことで間違いはないか。
時代に応じた仕組みづくりをしていかなくてはならないと考える。平成37年度までに完成を目指していきます。
2025年問題前までに推し進めていくという市の姿勢です。
市が中心となって推し進めて欲しい。日常生活圏域の設定については、住まいのところにグループホームなどがあっても、経済的な理由で利用まで繋がらないのが現状である。使いたいけれどもお金がないので利用できない。生活の住まいとしての位置づけとしてグループホームをどう考えるべきかというのがあれば良いのではないかと思います。参考に考えていただければと思います。
地域住民の話では、地域密着型という事でもございますが、今後、地域交流なども考えていきたいということは、自治会の方からも話がありました。当然、生活支援整備にも繋がっていると思うので、是非そういった仕組みづくりを考えていきたいと思います。
入居するにはかなり負担金が多くて、住まいとして検討するというのは、限界があるのではというのが一般論になります。月額負担額はおおよそどのくらいですか。
端的に言いますと、月額15万円ぐらいで、これには生活と介護費を込みにしたものです。これ以外に例えば医療費がかかってくると薬代などが含まれ、寝たきりの状態の方ですと月額17～18万円ぐらいを用意しないと利用できないというのが現状だと思います。また、入居金なども必要な事業所もありますので、利用したいという問い合わせをいただくが予算が合わないというのが現状です。今後住まいということで、何かしらの対策を考えていかなくてはいけないと思っています。
グループホームで入居金を設定しているところは市内では無くなっていると思う。サービス付き高齢者向け住宅等は増えていると思うがどうか。その住宅についても地域の設備として考えているのかどうか。

サービス付き高齢者向け住宅については、国でも過剰サービスになりつつあるとして対策を検討している。高齢者施策の担当課のみで対応していくのは難しいところではあるが、今後、検討していきたいと考えます。
　市が権限を持って指導するというところまでいかなくても、私たちは安心して住み続けられるまちづくりを行いたいのだから、外部から入ってきて地域を乱すことは困りますよと。市の施策に協力して地域のネットワークに入っていく気があるのか。それができなければ市として協力は難しい所ですと。きちんと協議をして、知らない間に施設ができてしまうのでは、地域が分断されて残念なことだと思う。権限がないから施設が出来ていたということではなく、市の方へ書類も提出されるのだから、市の考え方について説明させてもらうということではないか。市の方で、造らせないということはできないと思うので、まちづくりの中で対応して欲しいということである。
他になければ、議題の②は以上とする。
次に、議題の③日常生活圏域について、事務局からご説明いただきたい。

資料１に基づき事務局から説明する。

ご意見等あればうかがいたい。
意見もなければ、議題の③は以上とする。
次に、議題の④高齢者保健福祉計画について、事務局からご説明いただきたい。

資料３に基づき事務局から説明する。

ご意見等あればうかがいたい。
地域包括支援センターについて、行田市では委託型のほうがよろしいのか。基幹型でも協力的に行っていくというのはどのように考えているのか。
本市では、主任ケアマネはいないですけれども、基本的に看板は掲げていないものの基幹型の地域包括支援センターと事実上考えています。地域に分散している地域包括支援センターについては、今後も委託という形で事業を実施させていただきたいと考えています。
乳酸飲料配達サービスは今後も継続していくのか。乳酸飲料を配布することは、安否確認として市のサービスとして適切なのか。
市から配布することが相手にとってプラスになるのか、どちらかと言うと周りの人が見守ってあげる体制を作っていくことが本質的なのではないか。また、糖尿病等糖質制限の人や独歩で通院できる人もいる。当人のためになっているのか疑問である。
高齢者の見守りの制度として実施していることから、継続を考えています。
　市が一方的に必要性に疑問のあるものを与えるという仕組みではなく、地域の方の見守り体制の構築をも含めてそちらに集約されていくと良いと思う。
　１点目、19ページのもの忘れ検診（認知症検診）を新設しているが、具体的な内容をお教えてもらいたい。

　２点目、高齢者福祉サービスの充実に関し、第６期計画で掲載のあったホームヘルパーの派遣が削除されている理由を説明願いたい。
　３点目、宅配電話帳が欄外に書かれているが、これを事業内に含めるのはどうか。
　１点目、もの忘れ検診（認知症検診）は、対象の方を50歳から70歳まで５歳刻みで分け、疑いのある方を対象とし、本年11月より行っています。対象になる方から高齢者福祉課へ申し込みをして頂き、対象となる医療機関に対象者本人が申し込み、診察を受けて頂くものです。例えば、認知症の症状が重い方であれば、別の医療機関へつなげたり、その方が服薬の管理がうまくいってなければ、保健指導を行い、その中で、薬剤師による居宅療養管理指導を行うということを11月から開始させていただきましたので、今回の計画から入れさせていただきました。
　２点目、ヘルパーの派遣についての経緯ですが、12月議会に上程しており、ヘルパーの負担金条例があり、今、介護保険外のヘルパー派遣の利用状況が高齢者の方も、障害者の方も、現在利用が全くない状況となっています。したがいまして、当該条例を廃止しようとするものです。その流れを受けて今回、あくまで計画の案ということでそちらを除かせていただいたところです。
　介護保険サービスの中では、訪問介護や介護予防・日常生活支援総合事業の中の現行相当の訪問介護もありますので、その中での対応で十分可能であり、サービスが重複しているもので利用者がいないサービスについて廃止とするものです。
サービスの低下につながるものではないという認識です。
　３点目、宅配電話帳については、一事業として記載させて頂きます。
もの物忘れ検診（認知症検診）の周知方法はどのようにしていくのか。
また、ホームヘルパー派遣の削除について、本来は要介護認定を受けていない方への訪問とあるが、いきいき・元気サポート制度などで対応するということなのか。
　もの物忘れ検診（認知症検診）の周知については、市報11月号で掲載できませんでしたが、市報12月号で周知していく予定です。
ヘルパー派遣の関係ですが、介護保険のサービスの中で、ヘルパーの同様サービスの部分で説明させていただきましたが、ちょっとした日常生活の困りごとという事であれば、いきいき元気サポートの方の力を借りて支えていただいている部分があります。そのような制度もあるということを含めて、今回介護保険外のヘルパー派遣については利用者が現在のところ、全て介護保険のサービスに移行したり、あるいはサポーター制度を利用されているという現状を踏まえて制度を廃止したいと考えています。
もの物忘れ検診（認知症検診）の周知方法について、市報のみではなく、自治会長、民生委員、公民館活動など、集まりのたびに周知して頂きたい。
もの忘れ検診については、他市では診断して治療で終わりですが、薬剤師や歯科医師にご協力いただいて、残薬（家に残っている薬）の整理等を行っていただく、これが市の国民健康保険の財政に役立つと思いますし、歯の問題があれば歯科医師、あとはリハビリなど、多職種で認知症の方を支えようという仕組みを作ろうと準備をして、全国ではじめての取り組みです。若年性認知症を早くから見つけようということで、他市では70歳以上ですが、行田市は若年性認知症早期発見のために50歳から実施しましょうということを市が対応してくれたのでとてもよかったと思います。
他になければ、議題の④は以上とする。
次に、議題の⑤その他について、なにかあるか。
次回、第３回策定委員会は、12月中旬に予定させていただきたいと思います。

（社会福祉法人の社会貢献について説明）

介護保険運営の安定化に資する施策の推進ということで、社会福祉法人が貢献するということが介護保険で進められています。

社会福祉法人も社会福祉充実財産というものが、税制で「メリットがあるものを再評価しなさい」という動きがでていますので、今後「人材の確保」や「住まい方の支援と住まいの確保」についてのサービスなど、今後、社会福祉法人の代表の方と相談していただき、地域包括ケアづくりに社会福祉法人の方も積極的に参画していただきたいと考えております。

また、在宅医療介護連携の協力も各種会議等の積極的な参加などもぜひ法人の方も協力していただければと思い掲載させていただきました。今後改めて社会福祉法人の方にはご案内させていただきたいと思います。

ご質問等ございませんでしょうか。
以上で、本日の議題は終了する。
４　閉会

以上をもって、第２回策定委員会を終了します。
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